市議会だより原稿用紙　　（日本共産党）　（石井通春）
↓ここから記入してください。　
標題１：住民要求に沿った高洲地区の公園整備を
（問）「保育園おちた」ブログ投稿問題を機に、与野党問わず待機児童問題に対応が迫られている状況にあります。国民の関心も高く、今回の参議院選の公約の柱となっております。

ところが、今国がやろうとしている事は、待機児童対策に名を借りた「規制の弾力化」「臨時的な受け入れ強化の推進」による新たな詰め込み主義、保育士の配置基準の切り下げを軸とした、規制緩和による「安上がりな保育」の実行です。

ここ数年、国の保育行政は、公的保育を瓦解させることを軸にした嵐が吹き荒れ、一時は保育園そのものをなくす事まで検討されましたが、運動によってこれは食い止められました。ただ、認可保育所の増設を進めることなく児童受け入れを拡大したために、いびつな構造となっています。

この間の私の市議会議論の中で、本市は現在24か所ある定員19名以下の小規模保育（地域型保育）所、国基準では2分の1以上としている保育士配置基準を、独自に100%とする。家庭的保育従事者（保育ママ）による保育所も同様とする。認可保育所の増設計画の今回のスマイル21プランで初めて数値目標を設け、保育所の増設を実施するなど、大きな前進面があることは間違いありません。

ただ、これから安倍内閣が子供の命に直結する規制緩和をやろうとしているときに、子育てを市の重要政策とする本市はどう対応するかが問われてきます。

まず、待機児童の定義についてです。

　待機児童の定義はかつて単純に認可園を希望しながら入所できない児童数とされていたが、子ども子育て新制度に伴い、認可園を希望しながら小規模事業所、幼稚園の預かり保育、認可外保育園でも認可を目指している園に入所しておれば待機児童とカウントしない、調査日に親が求職活動をしていなければ待機児童とみなさないなどの“見せかけの待機児童減らし”が実施されている。

平成27年2月議会の私の質問に対し、本市はこの基準を国が決めたからと言う理由で待機児童の実数の公表基準を引き下げている。これでは、待機児童の実態を把握できず、対策が遅れるのは間違いありません。国いうがままの基準では、待機児童の把握と対策は成し遂げられないのではないか。
（答）保育環境の整備は、仕事と子育ての両立のため、また女性が活躍する社会を築く上で、重要な施策である。

市長に就任以来、市内大東町のわかば保育園の開園をはじめとして、新設の保育園が３園、改築が３園、認定こども園を２園、小規模保育所を２４か所開園し、７７０人の保育定員を拡充しきた。

　母親の就労者数や、子育て世代の転入者の増加により、保育ニーズは高い状態で推移している。

本市は、こうした保育ニーズに応え、更に一部の子どもが、希望する保育園に入れていないことも正面から受け止め、平成３１年度までに、待機児童をゼロとした「子ども・子育てスマイルプラン２１」をさらに前倒し、施設整備に鋭意対応しているところである。

保育所の待機児童数については、厚生労働省がその基準を定め、全国の市区町村の４月１日現在における状況を、公表している。

　待機児童の調査については、全国一律の調査であることから、本市においても、厚生労働省が定める基準に準じて、待機児童数を算出し、公表しているところである。

　本市の「待機児童ゼロ」とは、この公表した数値を満たせばよいと言うものではなく、潜在的な保育ニーズをも満たすだけの保育定員の確保を目指している。　

毎年度の申込状況や地区ごとの乳幼児数の動向なども含めて、今後とも適切に保育定員の確保を図っていく。
（問）市長答弁のこれまでの前進はその通りである。一方で、これからの取組については問題ある答弁だ。

答弁の中で、国が定めた一律の基準である、国が責任を持って行う事である等々、実態を直視することが大事なはず。待機児童の基準でも保育士の給付でも、国の基準自体が実態を見ていないものであって、まずそこから見る事が「子育てするなら藤枝」が行うべきことではないのか。
（答）当然、国の定めた基準は遵守すべきと考える。国と地方の役割分担の中で、本市では、まずは待機児童解消のために全力で取り組んでいる。

　地域型保育所の取り組みは、厚生労働省のセミナーで事例発表するほど、全国でも先進的であると評価されている。

　蓮華寺池公園のスマイルホール、藤枝おやこ館、子育て支援センターなどの事業により、本市

の特徴ある子育て支援施策を実施している。
（問）じゃあ、これからどういうことをやろうとしているのか。個別に聞いていきます。　待機児童の定義が変更されたと言いました。それでは旧基準と新基準での待機児童数はそれぞれ何人か
（答）待機児童の調査は、全国統計であり、国の一律の基準に従うことが当然だと考える。

保育所を利用したいという人は、潜在的なものも含めいることは承知しているので、スマイルプランを着実に実行できるよう取り組んでいる。

　旧定義による待機児童数については、その数字は算定していない。
（問）簡単に出来るはずだ。認可保育所を希望しながら認可園に入れない数を引けばいいだけの話。潜在的な保育ニーズを満たすだけの保育定員の確保をしなければならないと答えつつ、潜在的ニーズの算定をしないのはどう見てもおかしい。それを公表する事こそ対策の出発点ではないか。これまで私にも他の議員の質問にも数を答えている。答えられないのは心境の変化でもあったのか。

（答）スマイルプラン策定時に保育ニーズなどのアンケート調査を実施し、プランでの保育の必要量は、入園できるなら就労したいなどの、潜在的な保育ニーズを含めて算出している。

その結果が、５年間で７５０人であり、この保育ニーズに対応するために、現在施設整備に取り組んでいるものである。
（問）私は待機児童の問題は、認可保育園に入りたくても入れない、この声にどうこたえるかにあるのが本来のあり方であると思う。その数でいうと、藤枝市は150人くらいになるはずだ。ところが待機児童数は？と聞くと8人とかそこらになるわけです。

新制度になった以上、その待機児童の外枠が大きくなり、それに基づく本市のスマイルプランのアンケート調査は、定期的に利用したい平日の教育、保育事業は何か？との問に対し、保育園だけでなく、幼稚園、その預かり保育、認定こども園など11施設の羅列の中からの複数回答可とした調査ですので、認可園に入りたいという親の気持ちに応えたものではない。でも750人いるわけだから、それでも認可園を増やそうとしないで、なんとか公的保育部門をなくしていくという真の狙いがあって、結局、それになり替わる受け入れ施設が認可園並みであればいいけれど、ところがそうなっていないところに問題がある。

この新制度の新たな受け入れの目玉とされたのが定員19名以下の小規模保育です。24か所。それを増築することなく詰め込みで22名とするとした。弾力化の名の下で、ただでさえ事故が多い、目が離せない０～2歳児を預かる小規模保育の定員増がなぜ保育の質が低下しないといえるのか？適正な人数の保育士が配置され、子供一人当たりの面積基準が満たされているというのが答えだが、保育士の加配があるのか、面積が増えるのか？

子供の命にかかわる規制緩和の問題、待機児対策を口実にした規制緩和路線についてです。

　ブログ問題で対応を迫られた政府が打ち出した待機児対策は大きく2つの柱があると思っています。

一つは０～２歳の新たな認可受け入れ施設として整備された小規模保育所（地域型保育）の定員19名から22名への増加。もう一つは、保育士の配置基準を当面朝夕だけとしているが、将来保育所のコアな部分（8時半～16時半）も含めて、保育士は3分の2でよく、3分の1は保育士以外のものでも可としたことです。

世論に押された政府の対応はこうした詰め込みと基準緩和です。私のこれまでの議論で、再三本市は繰り返し答弁してきました。「新制度においても保育の質を下げない」と。これらは明快に保育の質の低下であるが、本市はどう対応していくか。
（答）小規模保育所における利用定員の弾力化は、定員を増やした場合でも適正な保育士の配置、子ども一人あたりの面積基準を満たしていることが必要とされているので、小規模保育所の保育の質が低下するものではない。

本市においては、これらの基準を確実に遵守し、利用希望者の状況等を見る中で対応していく。
（問）学校の35人学級の論理はそんなことになりませんよ。一人一人の生徒に目が届きやすいように少人数に減らすと、小学生が多いから定員を弾力化するなんて話は聞いたことがない。ましてや小学生以上に気を使わなければならない3歳未満児の施設でどうしてそう逆の発想となるのか。理解できない。
（答）現段階では具体の計画はありませんが、仮に弾力化に取り組むことがあった場合は、子供たちの安全性の確保向上の観点から、施設の管理者に対しまして、一時的に職員の加配を協議したいと思います。

（問）まあ、いいです。加配の協議をすると。園の財政的な事もありますから、質は下がらないという姿勢では少なくともなくなったわけです。
それから保育士の配置基準ですが、朝夕の配置基準を特例として保育士1名に代えて保育士の資格がなくても一定の研修を受けたものでもよいとした。一定の研修とは何か。保育士は国家資格であり受験科目は8科目ありますが、それに比べてどういう内容か？
（答）乳幼児の生活、遊び、発達など１７科目２２．２５時間の基本研修及び専門研修と２日間の保育所実習カリュキュラムの子育て支援員研修です。
（問）その程度の研修か、保育の経験がなくても他の子育ての職業経験があれば有資格者となるような基準です。

　で、これは当局もご存じなかったんだけど、早番遅番だけの時限的措置と言われていたけれど、この特例は4月1日改正の児童福祉施設最低基準の4条からなる附則の追加がされているが、その中身は保育のコアな部分である8時半~16時半であっても、市町村の判断次第では保育士の配置基準を3分の2でも可としている。

長時間保育、定員超過の園というきまりがあるが、これまで厚労省は待機児童対策を理由に、面積基準の緩和とか園庭はなくてもいいとか、設備面での規制緩和をやってきた。これはこれで問題だが、保育士配置基準だけは手を付けてこなかったが、今回これをやった。しかも時限的といっているけれど、いつまでという期限も定めておらず恒久的な運用ともなり得る大変な改悪条項である。

　で、もちろんこんなことは藤枝市はやらないと。保育の質はさげないといっているわけだから。その点、
（答）朝夕の時間帯における保育士配置の要件弾力化は、保育士最低２人の配置用件を特例的に、朝夕の児童が少数である時間帯において、保育士１名と一定の研修等を受けた者を配置できるというものであるが、待機児童が解消し、受け皿拡大が一段落するまでの緊急的・時限的な対応であるので、実際の保育現場の実情を鑑み対応していく。
（問）高すぎる保育料について今年の2月議会では、本市の高い保育料の引き下げを求める質問が私たちを含め複数の会派から出されているが、新制度実施によって実際は保育料の値上げが行われている。

昨年度より保育料の算定基準が従来の所得税によるものから市民税の所得割による基準に変更されている。これにより多くの世帯で保育料の値上げとなっているのではないか。

この制度変更は、当初の説明では国税から地方税に帰ることによって、円滑に保育料の決定が出来るといわれ、値上げはあり得ないとされていた。ところが、私の所に寄せられた相談は、所得も控除も変わらないのに60000円から720000円になったというものである。いろいろ調べたが、確かにそういうケースも起こり得る事がわかった。市民の願いに逆行すると思うがいかがか。すぐにでも対応が必要ではないか。
（答）新制度に伴い保育料算定方式を変更するにあたり、著しく負担増とならないよう、サンプル調査を行い、いろいろなケースを試算する中で、最も多い所得階層の基準額の引き下げや所得階層の細分化、階層間の格差の是正などを行い、保育料の保護者負担の抑制には最大限配慮した。

　今後については、本年２月議会の代表質問で答弁したとおり、本年度、志太3市において、総合的な子育て支援策の中で、保育料の基準等について協議し、検討していく。
（問）保育料について、なぜ値上げになるか。その仕組みがよくわからなかったが、ようやく理解できた。※別表をご覧ください。いろんなケースがあるので一概に比較するのは難しいのですが、公平を保つために、収入から算出される課税標準額は両社とも同じ金額で計算しました。

　市のお答えでは、階層を細分化する事により調整し抑制を抑えたとあります。それによって値下げされるケースも出ていますが、なぜ私が聞いたような働き方も変わってないのに12000円の値上げになるのか。それは累進課税の所得税を一律10%の所得割に切り替えたけれど、基準を収入の低い人に併せたので一定の年収のある人は値上げになる基準額を決めたことに原因がある。

　もちろん収入の低い人に併せるのは大事だが、今やほとんどが夫婦ともフルタイムで働いていなければ保育園に入れないから、この表にある保育料60000円以上の値上げとなっていると思われる世帯は全体で13%、第1子だけでも115人います。

で、通告は値上げになっている現実もあるのではという事でしたが、その答えはないんですけど、これはありますね？
（答）制度改正により算定方式が変更されることに伴い、保護者負担への影響を最大限配慮し、所得階層の基準額の引き下げ、細分化、所得間の格差是正を行ったものである。値上げの実態はある。
（問）根本的には国の高すぎる基準額がある。6万の保育料の国基準は8万、7万2千は10万2千で、その差額を市が補てんしている。

しかし、この補てんについても問題があって、別表の下の段ですが、これは高い層に対して厚い差額補助になっている。藤枝市は新たな階層を作る事で、中間層の負担軽減もおこなっているが、同じ一般財源を投じるなら、下の階層の方に手厚くする事もできるはずだ。

例えば一番保育料を支払っている階層が多いのはD4～D2位だが、上の表で行くと夫400万妻300万位で、保育料は42000円くらいに当てはまると思うので、普通に考えると高いと感じられる金額だ。

保育料の軽減それ自体はどこもやっていることだが、その補填の状況が上に厚すぎる状況ではないか。市が新たな階層を設けて軽減されている層もあるが、せっかく一般財源を投じるのだから、この点も見直す事も必要ではないか。
（答）志太３市の協議会の中で検討していく
（問）最後に待機児童解消のカギとなる、保育士の待遇改善にどう向き合うか

　ブログ問題でもう一つ議論となったのが保育士の確保。なぜ確保できないか、それは安すぎる賃金かつ重労働という構造的な問題がある。保育士の平均年収は322万円、全産業より166万も安く、これは2000年以降かわっていない。
そうした保育現場の実態が明らかになり、国も対策を打ち出す状況になっているが、所得税、法人税、など数多くある財源のうち子ども新制度は財源を消費税に収れんしてしまっているので、増税の延期により見通しがたっていないのが実態である。保育士の賃上げは、国の政策待ちでは解決できない。自治体として取り組むべき課題ではないか。
（答）保育士の確保は、子どもたちの幼児期の教育環境を整える上でとても重要なことであり、他の職種との不均衡が生じている現状では、保育士の待遇改善は必須である。

平成２７年度の子ども子育て支援新制度移行に伴い、保育士の処遇改善費は、施設型給付費の中に含まれて支給されていることから、市が単独で行うのではなく国の責任において、国が主体となって行うべきものと考える。

保育士の待遇改善については、国においても改善の方針を打ち出しているが、これまでも、市長会などを通じ国、県に要望をしてきたので、今後も引き続き強く要望していく。
（問）保育士の処遇改善について、市内で保育士の資格を有していながら、保育士の仕事に従事していない状況の把握は出来ているか
（答）保育士資格は、保育士試験に合格するか大学等において必要な単位を取得し、卒業することで資格を、与えられるものであるため、本市のみならず他の自治体においても把握できていないのが実情である。
（問）相当数いると思う。保育研究所所長の村山雄一さんによると有資格者でありながら働いていない人を対象に研修を行うと、いつも６０人ぐらい集まるが、実際就職するのは３・４人程度

　低賃金、重労働という雇用の状況がそうさせている。

　一方で、認可園、小規模園の増設計画において、保育士の確保は鍵であるという認識か
（答）施設整備において保育士確保も大きな課題であると認識している
（問）それは政府も認めざるを得ない状況になっていて、平均年収の少なさもこの数値は政府が発表したものだ。その根本原因は、国から自治体を経由する形で円に支払われる公定価格の低さにある。

　ある認可園に聞くと、年間１５０００万くらいの運営費が支給されるが、うち１億弱を人件費に充てることになる。保育士の人数は決まっている。それでも手取り２０万行かないかそこらしか支給する事が出来ない。根本的には答弁ある通り、国の責務だが、劣悪な状況にありながら「恒久的な財源の確保」つまり消費税の増税を立てにして実施に背を向けている。だからこそ、自治体が取り組むべきではないかという質問である。
（答）先ほど答弁した通り、やはり一自治体だけで取り組むべき問題ではなく、国の責任において、国が主体となって行われるべきものと考えられるので、国に対して強く要望していく。

標題２：生ごみバイオガス発電の取組推進を

（問）全世帯生ごみの分別を目標にして始められた堆肥化事業は、処理施設の受け入れ2万世帯が限度であって、その後の展開推進が頭打ちになっている状況にある。

クリーンセンターの施設規模が目標の230トンを達成するには、現在のペースだと危うい状況にあり、議会が一緒になって燃やすゴミ減量をどう構築していくかを検討しなけばならないと考える。

堆肥化にとどまらない生ごみバイオガス発電の取組を推進するべきではないか

今年4月、大石議員と焼津の杉田議員と3名で新潟県長岡市へ視察に行ってきた。人口28万人の全世帯で生ごみの分別回収が行われている町である。

長岡市は堆肥化ではなく、紙おむつと生ごみを汚泥にし、発酵させてバイオガス発電を行っている。この取組に学び、堆肥化以外の資源化実行に踏み出すべきではないか

（答）生ごみの資源化では堆肥化、飼料化、そしてご質問のバイオガス化が全国的に進められております。

生ごみバイオガス発電は、分別回収した生ごみを発酵して得られたメタンガスを発電に利用するもので、自治体では長岡市を始めとした先進事例があります。

また、近年、再生可能エネルギー固定価格買取制度を活用した民間事業者によるバイオガス発電事業も行なわれるようになり、近隣では、菊川市内で食品や農業関連廃棄物を活用した事業が開始され、また、牧之原市内でも食品廃棄物を活用した事業計画があります。

本市におきましても、生ごみバイオガス発電は循環型社会の構築及び再生可能エネルギーの導入を進めるための有効な手段のひとつとして認識しており、導入の可能性について検討を進めているところです。
（問）その際、課題となる建設費や運営費である。巨額のお金がかかる事は間違いないが、それに対する、発電量、ごみ減量による焼却場の建設費用削減などが図られるはずだ。

　ゴミ処理場は、住民から「迷惑施設」と捉えられる。巨額の費用をかけて建設するに際しては、その効果を具体的に住民に示すことが必要だ。

　長岡市では、温室効果ガス200トン削減と言った環境面での効果、発電量410万キロワットは1000世帯の電力供給量をカバーし、焼却場を3か所から2か所に減らす事が出来るといく財政面の効果を数値を持って示し、建設費19億、運営費28億の説明を住民に丁寧に説明をしていた。

本市における資源化に転換する事による効果の検討状況はどうか。
（答）生ごみバイオガス発電に取り組んだ場合の効果・メリットについては、売電収入が得られることや、ごみ減量により焼却施設の建設、維持管理も含めた可燃ごみの処理経費の削減が見込まれます。

一方で、発酵及び発電施設整備には多額の費用が想定されることや、バイオガス発電により新たに生じる残渣の処理経費及び処分先の確保、更には発電事業として採算を確保するためには、市内の家庭等から排出される生ごみだけでは規模が不足すると想定されるなど、様々な解決しなければならない課題が考えられますので、慎重に検討する必要があると考えております。

現時点では効果を具体的に試算するまでには至っておりませんが、今後、いくつかのケースを想定し、その費用や効果等を具体化して導入可能性を検討していきたいと考えています。

（問）担当者の説明によれば、下水道から発生する汚泥であっても、不適物処理後は生ごみから発生する汚泥と、基本的に混合してもバイオガス発電を行う事が出来るとの事であった。発電には一定量の汚泥が必要であり、より発展したシステムである。
現在、富山県黒部市で行われているという事で、議会常任委員会でも視察候補地として検討されている。この方面の検討も併せて行うべきと考えるが、どう認識しているか。
（答）近年、下水道処理施設は、メタンや水素、更には世界的に不足が懸念されているリンの回収等、資源回収施設として注目されております。

また、消化タンクでのメタン発酵では、下水道の余剰汚泥に一定割合の生ごみを混入した場合、下水処理工程に大きな影響を与えることなくメタンガスの発生量が増加するといった報告もされています。

こうしたことから、ご提案の下水道処理施設を活用した生ごみ処理は、既存施設を活用できるといったメリットもございますので、有力な生ごみ処理方法として認識しております。

一方、生ごみを混入する際には、異物の除去や破砕などの前処理及び臭気対策が必要となり、そのための施設整備には大きな費用が想定されます。

また、その設置場所や下水処理工程への影響の把握及び増加する汚泥の処分先の確保、汚泥処理計画の変更についての国との協議が必要となります。

更には地元の皆様のご理解を得ることなど、クリアする課題も多くあることから、現在、先進事例も参考にして導入の可能性について検討を進めているところです。
